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　根岸住宅地区（以下「本地区」という。）は、昭和22年に接収された中区、南区、磯子区にまたがる約43haの米軍
施設であり、平成16年の返還方針の日米合意を経て、平成18年６月に「米軍施設返還跡地利用指針」を策定しまし
た。その後、平成30年11月に「早期の引き渡しに向け、原状回復作業を速やかに実施するため、共同使用につい
て日米間で協議を開始すること」が日米合意されたため、本地区の返還が現実的になってきました。

　本市としては、戦後70数年に渡り、貴重な土地を使用する制限を受けてきた地権者の方々はもちろんのこと、米
軍施設があることで不便を強いられてきた周辺にお住まいの方々の想いも汲み、地域の活性化を図るための魅力
的なまちづくりを実現させるとともに、返還後の跡地利用が本市の様々な都市課題を解決する契機と捉えています。

　一方、横浜市立大学医学部・附属２病院等は、これまで、市民の健康と命を支える最後の砦として、医療人材の育
成・輩出や、高度で先進的な医療の提供など、様々な役割を果たしてきましたが、建物・施設のしゅん工から約30年
が経過し、狭あい化・老朽化等に伴い、学生教育や医療提供等に支障が生じています。こうした課題の抜本的な解決、
医療を取り巻く環境の変化へ適切に対応し、引き続き、市民の健康と命を支える「最後の砦」の存在としてあり続け
るため、本市ではその再整備の検討を進めています。

　このような状況を踏まえ、本地区の土地利用の基本方針を「根岸住宅地区跡地利用基本計画（案）」として示すと
ともに、本地区を横浜市立大学医学部・附属２病院等再整備の最有力候補地として検討を進めること等を「横浜 
市立大学医学部・附属２病院等の再整備構想（案）」として取りまとめました。
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概 要 版

横浜市大センター病院 根岸住宅地区

横浜市大医学部・市大附属病院

市民の皆様のご意見を募集します
令和2年10月30日㊎から 令和2年11月30日㊊まで

ご意見をお寄せください。

根岸住宅地区
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● JＲ根岸駅の北側約１km、市営地下鉄吉野町駅
の南側約1kmに位置し、南側には国道357号、
地区西側には国道16号、北側には鎌倉街道と
国道16号、東側には横浜駅根岸線といった幹
線道路が存在します。

● 横浜らしい景観を作り出している歴史的な建造
物や多くの教育施設等が立地する山手地区に
近接するとともに、緑豊かで多くの人々が集う
根岸森林公園に隣接しています。

● 本市のターミナル駅である横浜駅や、多彩な機
能が集積する、みなとみらい21地区などの都
心臨海部に近く、緑に囲まれた高台を有する約
43haの広大な地区であり、その立地や周辺環
境の状況から、ポテンシャルの高い地区と捉え
ることができます。

【根岸旭台交差点】

【土地所有分布図】

【地区西側の斜面地】

【根岸住宅地区の周辺図】

国有地　約27ha　　（63.5％）
民有地　約16ha　　（36.4％）
民有地の権利者数　 約180名

計画策定の背景

根岸住宅地区の課題

根岸住宅地区の特性

● 地区周辺の鉄道駅から1km程度あり、高低差が約50ｍあるため、公共交通の導入
など、駅からのアクセスの確保が課題です。

● 本地区周辺に存在する国道16号や横浜駅根岸線などの幹線道路をつなぐ骨格と 
なる道路の整備や、幹線道路との接続に係る交差点改良等をどのように計画してい
くかが課題です。

交　通

● 返還後においても広域避難場所としての機能や地区周辺からの避難路を確保する 
ことが課題です。

防　災

● 国有地と民有地がモザイク状に分布しており、国による原状回復作業では、将来の 
まちづくりに不可欠な道路、公園、上下水道等のインフラ整備が実施されないため、
返還後において個々に土地活用ができないことが課題です。

都市基盤

● 標高約50ｍの高台に位置し、地区西側に堀割川と並行して約1.2kmの斜面が続き、
最も急な傾斜が60度程度となっているため、斜面地への対応を踏まえて、どのよう
に土地利用を図っていくかが課題です。

斜面地
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　「まちづくり基本計画（協議会案）」におけるまちづくりのテーマを基調としながら、新たなまちづくりの方向性を付加し、
まちづくりのコンセプトとしました。

〇横浜都心部との近接性を生かし、周辺地区と連携するまち
　①周辺環境と調和し、良好な景観を形成する質の高い住宅地
　②広域的な要請に応える公共・公益施設の誘致
　③山手地区などの周辺地区と連携した文教地区

企業ヒアリング

本市を取り巻く状況

本地区が抱える課題

米軍施設返還跡地利用指針

都心部周辺地区が持つ高いポテンシャル

【まちづくりの方向性】
　〇自然や緑が身近に感じられる、環境と共生するまち
　〇開放的で空間にゆとりの感じられる、質の高いまち
　〇高齢者をはじめ、いろいろな世代の人が住めるまち
　〇安全・安心なまち
　〇コミュニティのつながりが感じられるまち

まちづくり基本計画（協議会案）

【まちづくりのテーマ】
多世代が息づき、緑と文化の風かおるまち

新たなまちづくりの方向性を付加

横浜都心部との
近接性を生かし、
周辺地区と連携
するまち

自然や緑が身近に
感じられる、環境と
共生するまち

開放的で空間に
ゆとりの感じられる
質の高いまち

コミュニティの
つながりが
感じられるまち

高齢者をはじめ、
いろいろな世代の
人が住めるまち

安全・安心な
まち

まちづくりの
コンセプト

跡地利用の考え方

まちづくりのテーマとコンセプト

　本地区の跡地利用については、平成29年５月に地権者組織である「米軍根岸住宅地区返還・まちづくり協議会」が 
「まちづくり基本計画（協議会案）」をとりまとめたことを受け、「本市及び本地区が抱える課題や可能性」を整理し、協議会
案を尊重しつつ、新たにまちづくりの方向性を付加することとしました。 

まちづくりの全体像

まちづくり
のテーマ 多世代が息づき、緑と文化の風かおるまち
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分野別方針

■山手地区などの周辺地区と連携した文教地区
● 本地区は、本市を代表する文教地区として教育施設が多く立地する山手地
区に近接しており、研究開発拠点である京浜臨海部エリアと金沢臨海部産
業団地エリアの中間点にもあります。

● 近年の動向として、大学キャンパスの立地が都心回帰の傾向にあるなど、
再編の動きが見られ、成長分野の研究開発に係る産学連携も進んでいます。

● 学生・研究者等と地区住民との交流のほか、山手地区との連携を通じて、地
域全体の活性化やブランド力の向上などの相乗効果が期待できます。

■ゆとりある質の高い住宅地の整備
● 山手地区や根岸森林公園などの周辺環境と調和した魅力的なゆとりある
質の高い住宅地の整備を目指し、将来にわたって良好なコミュニティが形
成されるよう配慮します。

■地区の魅力を生かした緑の回遊空間の形成
● 周辺の緑豊かな環境などを生かしながら、主に公園、道路及び公共・公益
施設等では、積極的な緑化を図るとともに、連携した緑の回遊空間の形成
を図っていきます。

■米国風住宅地の景観等の継承
● 本地区の米軍住宅は老朽化が進んでいるため、元の建物を参考にするな
ど米国風住宅地の景観や雰囲気の継承を目指します。

● 長期に渡り愛着を持って親しんでもらえるよう、活用方法は時期を見据え
て幅広く検討します。

■広域避難場所としての機能の継続
● 広大な土地という地勢を生かして防災・減災の取組を進めていくため、大
地震により発生した火災が多発し延焼拡大した場合の広域避難場所として
機能が継続できるよう土地利用を図っていきます。

■避難路の確保
● 本地区周辺の東側及び西側には、狭あい道路の沿道に建物が密集する地
区が存在し、大規模な火災による延焼被害が懸念されるため、災害時に広
域避難場所まで誰もが安全かつ迅速に避難できるよう、地区外の既存道路
から地区内の道路へつなぐなど、避難路を確保します。

【文教地区のイメージ】

【質の高い低層住宅地のイメージ】

【避難イメージ】

【米国風住宅地の景観】

　まちづくりのテーマや、まちづくりのコンセプトを踏まえて、「教育・研究」、「景観・環境」、「道路・交通」、「防災・減災」といった分野　

既存道路

既存道路

避難路を確保

地区西側

地区境界

地区境界

根岸住宅地区

地区東側

広域避難場所

教育・研究

防災・減災

景観・環境

跡地利用の考え方
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■様々な機能に対応する道路の整備
● 骨格を形成する主要な道路の整備にあたっ
ては、周辺地域を含めた道路ネットワークを
構築し、本地区へのアクセス性の向上を図り
ます。

■公共交通によるアクセス向上
● 本地区周辺の鉄道駅からのアクセス性の向
上は、バス交通を基本に検討を進めていき
ます。

● 既存バス路線の延伸や新規バス路線の開設
等の再編をバス事業者へ働きかけるとともに、
バスの走行環境を確保できるよう検討を進
めていきます。

● 地区内の交通手段として、パーソナルモビリ
ティや自動運転といった交通環境の変革につ
いて、実施時期を見据えながら対応を検討しま
す。

■斜面地への対応

①斜面地近傍の土地利用 

　● 地区外の斜面地に負荷をかけないよう雨水排水を適切に確保し、地区内
の雨水を斜面地側に表流水として流出することをできる限り防止します。

　● 斜面地近傍の宅地においては、関係法令等を遵守し適切な造成を行い、
土砂災害の防止に努めます。

②地区に含まれる斜面地 

　● 必要に応じて、切土工による斜面の整形や、堆積土の流出防止工などを
検討し、地区内の土砂に起因する土砂災害の防止に努めます。

　● 対策工事が実施されている斜面地については、その構造物が適切に管
理されるよう構造物の所有者に働きかけるとともに、将来に渡り、適切な
維持管理が行えるよう配慮した土地利用を行います。

③地区に含まれない斜面地 

　● 土地所有者による管理を基本とし、急傾斜地法による急傾斜地崩壊対策
工事での対応や土砂災害防止法に基づく対応を継続していきます。また、
自然斜面のままである斜面地は、必要に応じて、土地所有者に対して斜
面地の管理に必要となる情報の提供を行います。

【斜面の位置図】

【斜面地の区分】

【本地区周辺に存在する既存バス路線】

ごとに、跡地利用の考え方をまとめました。

標高
3ｍ 0 0. 1 0. 2 0. 3㎞

標高
50ｍ

本牧台地

稲荷山

堀ノ内
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①斜面地
近傍の
土地利用

地区境界
▼

②地区に
含まれる
斜面地

③地区に
含まれない
斜面地

道路・交通

防災・減災
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ゾーニング
　跡地利用の考え方で示した「まちづくりの全体像」、「まちづくりのテーマとコンセプト」、「分野別方針」などを踏まえ、
土地利用計画（ゾーニング）にまとめました。

全　域
○ これらのほか、身近な公園をはじめとする地域に必要な都市インフラ、福祉施設、消防施設などの公共・公益施設や
生活利便施設等の配置を検討していきます。また、次の時代をけん引する成長分野の研究開発を促進するため、 
横浜市立大学以外の教育施設や、産学連携の充実に向けた土地利用を図っていくことなども引き続き検討していきます。

○広域避難場所としての機能を継続できるよう土地利用を図っていきます。

文教ゾーン
○ 教育・研究の場である大学施設を想
定し、国有地を集約します。

○ 横浜市立大学医学部・附属２病院等
の再整備の最有力候補地としてい
ます。

森林公園ゾーン

〇根岸森林公園を拡張します。

住宅地等ゾーン
○ 住宅施設の立地を想定し、根岸駅
や吉野町駅からのアクセス性に配
慮します。

○ 低層住宅を主とし、一部に中層住
宅を想定しています。

土地利用計画

南区

中区

磯子区
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道　路

公園・緑地

都市基盤整備

まちづくりのルール

● 子供から高齢者までを含む様々な利用者の通行機能や、沿道施設
へのアクセス機能のほか、緑化・景観形成や延焼防止・避難路の確保
などの公共空間として求められる機能に応じて、主要な道路や生活
道路に区分して配置します。

● 歩車分離等に配慮した道路形状とすることにより、自動車、歩行者
がそれぞれ安全で快適かつ円滑に通行できるよう計画します。

● 良好な住環境などを創出し、防災性の向上にも寄与できるよう、 
数箇所に分けて公園を配置していきます。

● 根岸森林公園に隣接する部分については、ふれあい広場や旧一等
馬見所などのゾーンと一体的に利用できるようにするなど利便性の
向上を図りつつ、根岸森林公園を拡張し、周辺地区からのアクセス
性を高めていくことや、緑を増やしていくことで、公園の魅力を高め
ていきます。

● 本地区の課題を解決し、土地利用計画を実現するためには、土地の入れ替えや集約などの土地の再配置とともに、 
道路や身近な公園等の公共施設の整備が必要となるため、整備手法は土地区画整理事業を基本とします。

● 土地区画整理事業では、地権者の方々の権利を地区内に残すため、換地という手法により土地の再配置を行い、道路
や身近な公園等の公共施設の用地は地権者の方々から少しずつ公平に土地を提供していただくことで生み出します。

● 地権者の方々の意向や、返還国有財産の効果・効率的な活用、事業採算性等を総合的に勘案し、事業スキームの具体
化の検討を進めていきます。

● 米軍施設の返還を契機に実施する土地区画整理事業を基本とした大規模な都市基盤整備に合わせ、用途地域などの
地域地区の適切な見直しを行います。

● 地区レベルのきめ細やかな規制誘導や良好な市街地環境の創出を図っていくため、地区計画などの導入について検討
していきます。

主要な道路

生活道路

主要な道路

生活道路

【道路配置のイメージ】

【根岸森林公園（ふれあい広場）】

事業手法
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施設概要

■横浜市立大学福浦キャンパス・
　横浜市立大学附属病院
　(金沢区福浦）

■横浜市立大学附属
　市民総合医療センター(南区浦舟町）

・市内唯一の特定機能病院として高度で先進的な医療の提供
・優秀な医師・看護師の人材育成・輩出
・民間の医療機関では必ずしも提供されない恐れがある医療の提供
・臨床の現場につなげる高度な医学研究　等

・高度救命救急センターを擁する病院として、本市全体の救急医療の中心的役割　
・地域医療支援病院として地域医療の質の向上や地域医療連携の推進　等

■横浜市立大学福浦キャンパス・横浜市立大学附属病院(金沢区福浦）

■横浜市立大学附属市民総合医療センター(南区浦舟町）

● 横浜市立大学は県内唯一の医学部を擁する公立大学として、また、市民の健康と命を支える「最後の砦」として、医療
人材の育成・輩出、高度で先進的な医療の提供など、様々な役割を果たしてきました。

● 医学部と附属病院、附属市民総合医療センター(センター病院)は築30年を越える施設を抱え、建物・設備の
狭あい化等に伴い様々な課題が生じています。こうした課題の抜本的な解決、医療を取り巻く環境の変化へ 
適切に対応し、引き続き、市民の健康と命を支える「最後の砦」の存在としてあり続けるため、横浜市では中期４か年 
計画(2018～2021)に位置づけ、その再整備の検討を進めています。

● 本構想では、今後、具体的な検討を進めていくうえで、その柱となる基本的な考え方をまとめました。また、再整備の
最有力候補地として、本冊子P２～P７に記載されている「根岸住宅地区跡地」を選定しました。

● 本構想策定後、事業手法、事業費、目指す姿、備える具体的な機能、施設規模、現行２病院の跡利用の方向性等、より
具体的な検討を進め、「医学部・附属２病院等再整備基本計画」をまとめていきます。

敷地面積 94,470㎡
建物規模等 しゅん工 建築面積 延床面積
　教育実習棟、福利厚生棟及びRIセンター等 Ｓ61他 7,854㎡ 14,674㎡
　基礎研究棟 Ｓ61 1,684㎡ 9,262㎡
　臨床研究棟 Ｓ61 1,753㎡ 10,124㎡
　看護教育研究棟 Ｈ6 1,837㎡ 9,291㎡
　附属病院　（674床） Ｈ3 10,471㎡ 62,014㎡
　先端医科学研究センター H24・H27 859㎡ 3,409㎡
　エネルギーセンター Ｓ61 1,917㎡ 3,960㎡

合　　計 26,375㎡ 112,734㎡

敷地面積 18,826㎡
建物規模等 しゅん工 建築面積 延床面積
　本　館　（679床）　 Ｈ11 5,222㎡ 57,557㎡
　救急棟　（47床） Ｈ１ 2,186㎡ 11,798㎡
　研究棟 Ｈ３ 485㎡ 3,181㎡
　駐車場棟 Ｈ11 1,718㎡ 10,759㎡

合　　計 9,611㎡ 83,294㎡

横浜市立大学医学部・附属２病院等の再整備構想（案）

再整備構想（案）の位置づけ

医学部・附属２病院が果たしてきた主な役割
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将来の医療需要と必要病床数

医療体制の充実

● 今後、需要が増大する回復期・慢性期機能の病床の大幅な不足が見込まれる一方、大学病院で主に対象とする高度 
急性期・急性期機能の病床については充足している状況です。

● 横浜市では、 市立・市大病院が立地し、医療提供体制が比較的充実していた市中央部を除いた郊外部(６方面）に、
　地域中核病院の整備を計画しました。

● 地域中核病院の整備は平成22年の横浜医療
センターの開設により完結しました。さらに、
令和2年には市民病院の再整備が完了するな
ど、本市の医療提供体制の充実化が図られて
きています。

※高度急性期：集中治療など高度な技術や機械が必要な病気やけがの治療、検査を行う機能
急　性　期：状態の早期の安定化に向けた一般的な入院医療を行う機能
回　復　期：手術後のリハビリや在宅復帰に向けた治療を行う機能
慢　性　期：難病患者など長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

出典：よこはま保健医療プラン2018

既存病床数 2025年推計
高度急性期 4,198床 3,633床
急　性　期 11,901床 9,273床
回　復　期 2,210床 7,708床
慢　性　期 4,560床 5,551床

計 22,869床 26,165床

瀬谷区
旭区

緑区

青葉区

都筑区 港北区

鶴見区

中区南区

港南区

戸塚区

泉区

磯子区

金沢区
栄区

神奈川区

西区保土ケ谷区

国立病院機構
横浜医療センター

聖マリアンナ医科大学
横浜市西部病院

昭和大学横浜市北部病院

横浜労災病院

済生会横浜市東部病院

済生会横浜市南部病院

市立市民病院

市立みなと赤十字病院

市立脳卒中･
神経脊椎センター

市立大学附属
市民総合医療センター

市立大学附属病院

横浜南共済病院

横浜栄共済病院

国際親善総合病院

昭和大学藤が丘病院

市大附属病院

地域中核病院
市立病院

二次救急拠点病院A

R2S62 H3 H11 H12 H13 H17 H19 H22S58

市民病院
開院

西部病院
開院

南部病院
開院

北部病院
開院

東部病院
開院

市民病院（再整備）
開院

市大附属
病院開院

脳卒中・神経脊椎
センター開院

労災病院
開院

市大センター
病院開院

みなと赤十字
病院開院

横浜医療センター
建替えによる開院

S35

医学部・附属２病院等の再整備の必要性

取り巻く状況
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　市大医学部・附属２病院等の現状と課題は次のとおりです。

〇 医学部等の主要施設は建設から30年以上が経過して 
おり、施設の狭あい化・老朽化に伴う課題を抱えていま
す。

〇 学生の定員増に伴う各施設の拡張を行っていないため、
スペース・座席数が不足しているとともに、デジタル

　 コンテンツの活用等、時代に合わせた教育を行う設備が 
十分ではありません。

〇 キャンパスと隣接している附属病院の病床数が学生 
定員に対して不足しているため、臨床実習の分散が生じ
ており、学生に大きな負担が生じています。

〇 施設の狭あい化等に伴い、国の大型研究プロジェクトや、
産学連携研究の推進に支障が生じています。

〇 同規模２病院体制により、１つの病院としての必要な 
症例数の確保が難しい状態となっており、目指している
臨床研究中核病院の指定に向けた課題の一つとなって
います。

〇 附属病院とｾﾝﾀｰ病院救急棟はしゅん工から約30年が 
経過し、狭あい化・老朽化が大きな課題となっており、
このままでは求められる機能を果たし切れなくなります。 
附属病院では一部の病室の面積が医療法上既存不適格
となっているなど、病院利用者に負担が生じています｡

〇 構造・スペース的な制約により、機器の導入が困難なケース
が発生しているなど、大学病院としての機能低下が懸念
されます。

〇 昨今、自然災害の甚大化のリスクが高まっており、災害
拠点病院としての機能を十分に発揮し続けるためにもよ
り災害に強い地域での立地が望まれます。

〇 現行２病院の診療圏の重複が見られる中、同規模２病院
体制は設備投資・管理部門の重複が発生するなど、今後、
人口減少社会を迎える中で経営上の課題となってい 
ます。

〇 大学病院としての機能を最大限発揮するためにも地
域医療機関との役割分担を踏まえた、持続可能な運営 
体制が必要です。

現状と課題

再整備のコンセプト
最先端の教育・世界レベルの研究・高度で先進的な診療が一体となり、横浜の医療を牽引する
総合医療拠点を目指す

教育面

研究面

診療面

経営面

医学部・附属２病院等の再整備の必要性・方向性

高度な知識・技術を
備えた人材の
育成・輩出

市民の健康を守り
命を救う最後の

砦となる市大附属病院

市民に最先端で
安全な医療の提供に
つなげる世界レベルの

研究推進

適切な
医療サービスの
提供と自立した
運営体制の確立

市内医療機関を
牽引する

市大附属病院

再整備の
コンセプト
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● 全市的な医療体制の充実化や、現行２病院の診療圏の重複等を踏まえ、設備投資・人員配置の重複、臨床実習の分散
といった課題を抜本的に解決するため、大学病院としての機能を１病院に集約します。

●  返還に向けた具体的な手続きが進んでいる根岸住宅
地区跡地を再整備の最有力候補地として具体的に検
討を進めていきます。

<選定した理由>

● 現行地（福浦・浦舟町）はスペース的な制約や敷地内で 
段階的に建て替えすることの病院運用上のリスク等に
より現実的な選択肢とはいえない。

● 人口が増加している臨海部、北部、中心部の医療需要
の増が見込まれることや、高度救命救急センター機能
を効果的に発揮する観点等から市全域からのアクセス
性が高い市中心部が望ましい。

● 診療・教育・研究機能を一体として整備することが 
可能な一定の広さを有する市有地等は見当たらない。

● 根岸住宅地区の跡地利用の考え方に合致する。

● 現在の２病院等の跡地には、近隣エリアで将来求め 
られる医療・福祉ニーズを踏まえながら、必要な機能を
確保することを基本として検討を進めていきます。

●  今後、供給過剰が見込まれる高度急性期病床数を見直し、現状よりスペースも確保することで、患者の利便性、医療 
従事者の働きやすさを向上させます。

● 病床数は、有識者・医療関係団体の意見、将来的な医療需要等を踏まえ、経営的な視点をもって、今後策定する再整備
基本計画の中で更に精査していきます。

１・２について、ご意見等をご記入ください。

１ 根岸住宅地区跡地利用基本計画について

2 横浜市立大学医学部･附属２病院等の再整備構想について

再整備の方向性

大学病院としての機能を１病院に集約

新病院の病床数は 1,000 床程度を基本

●  大学病院は医学研究を臨床に転換することが基本であることから、新たな附属病院は診療・教育・研究機能を一体と 
して整備することを基本とします。

診療・教育・研究機能を一体として整備

根岸住宅地区跡地を最有力候補地として検討

現行２病院の跡利用について

医学部・附属２病院等の再整備の方向性



■応募方法
　いずれかの方法でご意見をお寄せください。
①ハガキ 切手不要　当日消印有効
②FAX 045-663-2318　基地対策課あて
③電子メール ss-negishiplan@city.yokohama.jp
④ホームページ
　投稿フォーム

https://www.e-shinsei.city.yokohama.lg.jp/
yokohama/uketsuke/dform.do?acs=negishiplan

・ いただいたご意見は、今後の検討の参考とさせていただきます。
・ ご意見への個別の回答は行いません。また、ご意見を正確に把握する必要がある
ため、電話でのご意見の受付はいたしませんのであらかじめご了承ください。

・ ご意見の提出に伴い取得したメールアドレス、FAX番号等の個人情報は「横浜市
個人情報の保護に関する条例」に伴い適正に管理し、ご意見の内容に不明な点が
あった場合等の連絡・確認の目的に限って利用します。

■発行・お問い合わせ
　〒231-0005　横浜市中区本町6-50-10

▶根岸住宅地区跡地利用基本計画に関すること
　横浜市政策局基地対策課
　電話：045-671-2472　FAX：045-663-2318
   https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/
            seisaku/torikumi/kichi/

▶横浜市立大学医学部･附属2病院等の再整備構想に関すること
　横浜市政策局大学調整課
　電話：045-671-4273　FAX：045-664-9055
   https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/
            seisaku/torikumi/daigaku/

横浜市中区本町6-50-10
横浜市政策局基地対策課　行

料金受取人払郵便

横浜港局
承認

差出有効期限
令和3年2月28日まで
（切手不要）

6425

郵便はがき

よろしければ、あなたの情報をご記入ください。

■お住まい
　横浜市（　　　　　　　　）区　・　市外

■年齢
　20歳未満　20代　30代　40代　

　50代　60代　70代　80歳以上

2 3 1 8 7 9 0

0 0 5

■性別
　男　　　女

〇 本地区の返還時期は明確になっていませんが、令和元年11月に、早期に引き渡し、跡地が利用できるよう、国による原状回復作業の実施が
日米間で合意されました。

〇 国による原状回復作業が完了した後、円滑に跡地のまちづくりを進め、早期に土地利用を開始できるよう、まちづくりに係る事業計画案の
作成や環境影響評価、都市計画手続きの準備を進めていきます。

〇 病院施設等の再整備は通常10年以上の準備期間が必要となるため、今後、新病院の体制、規模、機能等について、本格的な検討を行い、再
整備事業を具体化していきます。

みなさまのご意見をお聞かせください
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市民意見
募集

検　討 市民意見
募集 建築工事基本設計・

実施設計

造成工事

事業計画案の作成等

環境影響評価

都市計画手続き

※ 返還時期が未定の
ため、今後の流れ
は返還時期等に

　より変わる可能性
　があります。

令和２年度 10～15年程度（予定）
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